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ドドイイツツ企企業業ののイインンドドをを拠拠点点ととししたたググロローーババルル･･イイノノベベーーシショョンン･･ネネッットトワワーークク  

－－タタイイ拠拠点点ととのの比比較較をを交交ええてて－－  

 
近藤 正幸 (開志専門職大学) 

 

 

 

11.. ははじじめめににーーイインンドドのの特特許許創創出出とと日日本本    
企業はグローバル競争に打ち勝つためにイノベーションについてもその活動をグローバルに展開し

ている。Jaruzelski and Dehoff (2008)は調査対象の世界の 1000 社は研究開発予算の 55％を海外で使

用しているとしている。ドイツ企業について特許協力条約に基づいて国際出願された特許(PCT 出願特

許)について、ドイツ国外のみの発明者による PCT 出願特許の全 PCT 出願特許に対する割合を見てみて

も 1990 年代には 5％近くに達し、2020 年には 10％近くになってきている。 
多国籍企業の海外における研究開発拠点については、UNCTAD (2005)によると、中国、米国に次いで

インドが人気がある。 

本論文では、こうしたインドを拠点としたドイツ企業のグローバル・イノベーション・ネットワークと発明

者の構成について 2010 年代後半について分析している。また、ドイツ企業のタイ拠点の場合との比較も行って

いる。 

その結果、以下のことが判明した。ドイツ企業のインドを研究開発拠点の 1 つとするグローバル・イノベー

ション・ネットワークは形態としては「現地－本国連携型」の頻度が最も高く、｢現地単独型」もかなり多い。

タイ拠点の場合は「本国調整ネットワーク型」と「現地－本国連携型」が最多で「現地単独型」がな

かったこととは大きく異なる。 

発明者の構成については、インド拠点ではインド人発明者、ドイツ拠点ではほぼドイツ人発明者が典型となっ

ている。タイ拠点の場合にドイツ人をはじめ他国の発明者も結構存在していたこととは異なる。第 3 国では現地

発明者が多く、タイ拠点の場合も同様であった。また、ドイツ企業とインド学研の連携は少ないがあったが、タイ

拠点の場合はなかった。 
 

22.. 研研究究方方法法  
22..11  デデーータタ及及びび分分析析方方法法  

使用したデータは世界知的所有権機関(WIPO)の PATENTSCOPE に収録されている特許協力条約(PCT) に

基づいて国際出願された特許データである。期間は 2020 年までに公開されたデータで、2015 年から

2019 年までの出願分である。 

データの検索・抽出に当たっては、出願人の1人はドイツ企業であり、発明者が少なくとも1人はイ

ンドに居住する特許を対象とした。ただし、出願人が海外企業のドイツ法人で親会社と共願の場合は、

海外本社の戦略・意向が強く反映されていると考えて除くこととした。研究方法は米国登録特許を用

いた Kondo(2016)の研究方法に基本的に同じである。 

 

22..22  ググロローーババルル・・イイノノベベーーシショョンン・・ネネッットトワワーークク類類型型及及びび頭頭脳脳活活用用((発発明明者者))類類型型  

分析をするにあたって，グローバル・イノベーション・ネットワークの類型及び頭脳活用(発明者)

類型(近藤(2020))に基づいている。 

海外研究開発拠点を中心にグローバル・イノベーションのネットワーク・拠点の類型大きくは次の

3 類型である。 

 現地単独型 

 2 国連携型  

 国際ネットワーク型 

さらに、「2 国連携型」は「現地－本国連携型」と本国の発明者が関与しない現地拠点と第 3 国によ

る「現地－第 3 国連携型」である「自律連携型」がある。「国際ネットワーク型」については、本国が

中心となる「本国調整ネットワーク型」と本国が入らない自律的な「現地－第3国ネットワーク型」で
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ある「自律ネットワーク型」がある(図 1)。図示的には、簡略化して下記の図(図 2)を用いることもあ

る。 

 

 

頭脳活用(発明者)類型については、現地、本国、第 3 国について次のようである(表 1)。 

 

 
 

33.. 分分析析結結果果  
33..11 ドドイイツツ企企業業ののイインンドドをを拠拠点点ととししたたググロローーババルル･･イイノノベベーーシショョンン･･ネネッットトワワーークク  

ドイツ企業のインドを拠点としたグローバル･イノベーション･ネットワークのパターンは、｢現地-

本国連携型｣が 36.6％と最も多い(図 3)。ほぼ同じ割合の 35.2％で 2 番目に多いのは｢現地単独型｣であ

る。その次に多いのが｢本国調整ネットワーク型｣で 18.3％ある。本国が絡まない「現地－第 3 国連携

型」や「現地－第 3国ネットワーク型」は 1割を切っていて少ない。特に、「現地－第 3国ネットワー

ク型」は 1.0％と少ない。 

これは、同時期のドイツ企業のタイを拠点としたグローバル･イノベーション･ネットワークのパタ

ーン(近藤(2021)と大きく異なる(図 4)。タイを拠点の場合は、先ず、最頻だったパターンが｢本国調整

ネットワーク型｣と｢現地-本国連携型｣で、両類型とも半数近い 42.8%だった。それに、｢現地単独型｣が
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なかった。「現地－第3国連携型」や「現地－第3国ネットワーク型」はインド拠点の場合と同じく少

なく、どちらも 6.3％であった。 

 

 

 
  

 

33..22 ドドイイツツ企企業業ののイインンドドをを拠拠点点ととししたた頭頭脳脳活活用用 

 どのグローバル･イノベーション･ネットワークのパターンについても、インド拠点ではインド人発

明者、ドイツ本国ではほぼドイツ人発明者であった(図 5)。タイ拠点の場合はドイツ人をはじめ他国の

発明者も結構存在していたのとは異なる。 

 第 3 国では現地発明者が多かった。この点はタイ拠点の場合も同様であった。 

 産学官連携について、ドイツ企業とインドの大学との連携の例が 2019 年に 2 件あった。また、ドイ

ツ企業が関係しないため分析の件数に入れていないが、2019 年にドイツの研究所とインドの研究所の

官官連携の例が 1 件あった。タイ拠点の場合は、産学官連携も学研の連携もなかった。 
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図 5 ドイツ企業のインド拠点に着目した頭脳活用(2019 年) 
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44.. おおわわりりにに  
本分析で、ドイツ企業のインド拠点に着目したグローバル・イノベーション・ネットワークの実態

を PCT 特許創出の観点から分析して以下のことが分かった。 

イノベーション・ネットワークについては、①ドイツ―インド連携型が全体として最も多い、②次

に、現地単独型が多い。③さらに、本国調整ネットワーク型も 2 割近い、④本国が関わらないパター

ンは少ない。タイ拠点の場合と異なる点は、タイ拠点の場合は本国調整ネットワーク型とドイツ―イ

ンド連携型が最も多かったこと、現地単独型は例がなかったことである。 

頭脳活用については、インド拠点ではインド人発明者、ドイツ拠点ではドイツ人発明者、第 3 国ではその地

の発明者が典型となっていた。また、海外頭脳の活用の観点から観て、ドイツ企業とインド学研との連携もあっ

た。タイ拠点の場合と異なる点は、タイ拠点の場合はタイ拠点にタイ人以外にもドイツ人をはじめ種々

の外国人の発明者が活躍していた点である。産学官連携については、インド拠点の場合は少数ながら

例があったが、タイ拠点の場合は見られなかった。 

 今後の研究計画としては、インドにおける米国等の多国籍企業について、また、拠点としてインド

以外の国について分析することを計画している。 
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